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１ 廃棄物の分類

廃棄物の処理及び清掃に関する法律では、廃棄物を一般廃棄物と産業廃棄物に区分し、

一般廃棄物は産業廃棄物以外の廃棄物とされています。

廃棄物の体系は次のとおりで、一般廃棄物は家庭系と事業系があります。

廃棄物

(ごみ)

一般廃棄物

産業廃棄物

事業系一般廃棄物

家庭系一般廃棄物 市が収集・処理

廃プラスチック

ゴムくず

金属くず

ガラスくず、コンクリートくず及び陶器くず

がれき類

燃え殻

汚泥

廃油

廃酸（酸性廃液）

廃アルカリ（アルカリ性廃液）

鉱さい（製鉄所の炉の残さいなど）

ばいじん

紙くず（建設業、紙製造業、製本業、出版業から排出されるもの）

木くず（建設業、木材製造業等から排出されるもの）

繊維（建設業、製糸業、紡績業、織物業等から排出されるもの）

動植物性残さ（食品製造業等から排出されるもの）

動物のふん尿（畜産業から排出されるもの）

動物の死体（畜産業から排出されるもの）

動物系固形不要物（獣畜および食鳥に係る固形状の不要物）

上記 19 種類の産業廃棄物を処分するために処理したもの

商店・会社・工場などの事業所から出る廃

棄物で、産業廃棄物以外のもの

事業活動に伴って排出される廃棄物のう

ち、法律で定められた 20 種類の廃棄物

事業系一般廃棄物 産業廃棄物



２ 事業者の責務

事業者は、その事業活動に伴い排出される全ての廃棄物について、処理責任を有して

います。ここでいう事業者とは、会社、商店、事務所、飲食店、工場、旅館、学校、寺

社、官公署、農・林・水産業者など事業活動を行う全てのもので、事業規模の大小は問

いません。

廃棄物の処理及び清掃に関する法律では、事業者はその事業活動に伴って生じた廃棄

物を自らの責任において適正に処理すること（第３条第１項）、廃棄物減量の努力（同

条第２項）、国・県・市町村の施策への協力（同条第３項）が義務付けられています。

飯山市廃棄物の処理及び清掃に関する条例では、事業者は、事業活動を行うに当た

り廃棄物の発生抑制、再生利用の推進、廃棄物減量の努力、事業活動に伴って生じた

廃棄物を自らの責任において適正に処理すること（第５条）、市が実施する施策への

協力（同条第２項）、また多量排出事業者の責務として事業系一般廃棄物の減量に関

する計画の作成・届出（第 16条第１項・第２項）、廃棄物管理責任者の届出を義務付

けています。（同条第３項）

※その他にも、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、飯山市廃棄物の処理及び清掃に

関する条例では、廃棄物減量・資源化につながる製品作り、適正な処理および再生

利用の方法についての情報提供、製品の修理体制の確保、使用後の製品・容器包装

の回収、容器包装の簡素化、市民が商品の購入等に際して適正な容器包装を選択で

きるよう努力することなどが責務として定められています。



３ 多量排出事業者のごみ減量・リサイクルへの取組についての制度

飯山市廃棄物の処理及び清掃に関する条例に基づき、一定規模の建物等で比較的多

量のごみを排出する事業者の方を対象に、事業系一般廃棄物の減量に関する計画書の

作成・届出と、廃棄物管理責任者の選任・届出をお願いしています。

１ 対象事業所

○ 大規模小売店舗において小売業を営む者であって、１日当たり 30 キログラムを

超える事業系一般廃棄物を継続して排出するもの

大規模小売店舗：小売業（飲食業を除く）の店舗面積の合計が 1,000 平方メート

ルを超えるもの

○ 特定建築物の占有者等であって、１日当たり 30 キログラムを超える事業系一般

廃棄物を継続して排出するもの

特定建築物：次の用途に供する部分の延べ床面積が 3,000 平方メートル以上の建

築物

・興行場、百貨店、集会場、図書館、博物館、美術館又は遊技場

・店舗又は事務所

・学校教育法第１条に規定する学校以外の学校

・旅館

・学校教育法第１条に規定する学校の用途に供される建築物で

延べ床面積が 8,000 平方メートル以上の建築物

○ 前２号に掲げるもののほか、多量の事業系一般廃棄物を排出する占有者等であっ

て、市長が必要と認めるもの



２ 廃棄物管理責任者

多量排出事業者に該当する事業者の方は、その事業所から排出される一般廃棄物の

減量化、再資源化及び適正処理を推進する廃棄物管理責任者を選任し、選任届を提出

していただきます。

管理責任者の業務は次のとおりです。

○ 事業所から排出される事業系一般廃棄物の管理

・ 事業系一般廃棄物の種類、量、処理方法の把握と管理

・ 事業系一般廃棄物の発生抑制、再生利用の方策などの減量計画の立案

・ 事業系一般廃棄物についての関係書類等の保管及び整理

○ 従業員、テナント事業者などへの分別・減量等に関する指導および啓発

○ 保管場所の管理

○ 関係各機関との連絡調整

３ 事業系一般廃棄物の減量に関する計画書

多量排出事業者に該当する事業者の方からは、事業系一般廃棄物の減量化、再資源

化およびその適正な処理を計画的に推進していただくため、原則として毎年４月から

翌年３月までの１年間の実績および目標を記載した、事業系一般廃棄物の減量に関す

る計画書を、毎年５月 31 日までに作成し、提出していただきます。

この計画書は排出される廃棄物の種類、量および処理方法について、前年度の実績

とその年度の処理計画等を記載するもので、廃棄物に関する記録を適正に保管してお

く必要があります。



４ ごみ排出量の把握方法

ごみの減量計画を立てるには、まず事業所から発生するごみの量を把握することが

前提となります。廃棄物として排出した量と資源化した量の合計が、ごみの排出量と

なります。したがって、どのごみが廃棄処分され、どのごみが再生利用されているの

かを調査した上で、ごみの排出量を把握することが必要です。

① 収集・回収時に業者から伝票を受領している場合はその量を集計する。

② 一定期間貯め置いたものをサンプルとして計量し、その数値を基礎に１年間の

排出量を推計する。

排出量の把握例

・ 新聞紙、機関紙等

新聞１紙を朝夕刊購読していれば、広告のチラシを含めて１ヶ月で約 10 ㎏に

なり、１年間で 120 ㎏と推計できる。このように一定量を計算し、推計す

る。

・ 資源物等

一定期間分別して貯め置き、計量して推計する。

・ ＯＡ用紙等

購入量から推計する。

・ 可燃ごみ等

可燃ごみ等は１袋当たりの重量を計量し、一定期間排出量を調査して推計す

る。



令和××年度 事業系一般廃棄物減量計画（変更計画）書

令和××年 ×月 ×日

飯山市長 殿

住所 飯山市大字飯山××××番地

氏名 飯山商事㈱代表取締役飯山一郎 ○印

〔法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名 〕
電話 ××－××××

飯山市廃棄物の処理及び清掃に関する条例第 16条第２項の規定により、事業系一般廃

棄物の減量に関する計画書を作成変更したので届け出ます。

建築物（事業所）

の名称及び所在地

名 称 飯山商事㈱ 飯山支店

所在地 飯山市大字飯山××××番地

事業の内容又は主

な用途

減量及び再生利用

の実施方法

例：可燃ごみとして出されたごみを分別し、積極的に資源化を

進めていく。廃棄物管理者を中心に研修会を実施し、従業員へ

の周知を徹底し、減量と資源化を促進する。

増加分については事業拡大によるもの。

保管施設の有無及

び保管延べ床面積

並びに構造等

有 ・ 無

保管延べ床面積 ×× ｍ
2

構 造 等 ××××

廃棄物の減量・資源化の方策、前年度と対比して増減の理由などを記

入してください。

卸売業、小売業、飲食業、宿泊業、サービス業、医療・福祉など

記入例



本年度（令和××年度）の計画 前年度（令和××年度）の計画

総排出量
Ａ＋Ｂ

ごみとし
て排出し
た量

Ａ

資源物と
して排出
した量

Ｂ

資 源 化 率
Ｂ／（Ａ＋
Ｂ）

回収業者名
総排出量
Ａ＋Ｂ

ごみとし
て排出し
た量

Ａ

資源物と
して排出
した量

Ｂ

資 源 化 率
Ｂ／（Ａ＋
Ｂ）

回収業者名

可 燃 ご み ｔ／年 ｔ／年 ｔ／年 ％ 清掃商店 ｔ／年 ｔ／年 ｔ／年 ％ 環境商事

不 燃 ご み 清掃商店 清掃商店

資

源

物

紙類（新聞、ち
らし等

清掃商店 環境商事

段 ボ ー ル 清掃商店 環境商事

ガ ラ ス び ん ○○資源 ○○資源

ペットボトル ○○資源 ○○資源

金 属 缶 ○○資源 ○○資源

食品廃棄物 エコ商店 環境商事

粗大ごみ

そ

の

他

合 計

種類毎の目標値を記入してください。

目標については、ごみの中に含まれる

資源化物割合、社員数などを総合的に

勘案し、現実的な設定をしてください。

分けて記入できるものについて記入ください。

産業廃棄物については記入の必要はありません。
記入例



廃棄物管理責任者選任（変更）届

令和××年 ×月 ×日

飯山市長 殿

住所 飯山市大字飯山××××番地

氏名 飯山商事㈱代表取締役飯山太郎 ○印

〔法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名 〕
電話 ××－××××

飯山市廃棄物の処理及び清掃に関する条例第 16条第４項の規定により、廃棄物管理責

任者を選任変更したので届け出ます。

（備考）「変更年月日」及び「変更の理由」欄は、変更の場合のみ記入すること。

建築物（事業所）

の名称及び所在地

名 称 飯山商事㈱ 飯山支店

所在地 飯山市大字飯山××××番地

廃棄物管理責任者

の役職及び氏名

役 職 総務部長

氏 名 飯山 花子

連絡先（電話）内線×××

変 更 年 月 日 年 月 日

変 更 の 理 由

下記の事業所と同じ

にしてください。

上記の事業所とは必ずしも同

じでなくてもかまいません。違

う事業所の場合はその事業所

名もご記入ください。

記入例



廃棄物の処理及び清掃に関する法律（抜粋）

（目的）

第一条 この法律は、廃棄物の排出を抑制し、及び廃棄物の適正な分別、保管、収集、

運搬、再生、処分等の処理をし、並びに生活環境を清潔にすることにより、生活環境の

保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的とする。

（定義）

第二条 この法律において「廃棄物」とは、ごみ、粗大ごみ、燃え殻、汚泥、ふん尿、

廃油、廃酸、廃アルカリ、動物の死体その他の汚物又は不要物であつて、固形状又は液

状のもの（放射性物質及びこれによつて汚染された物を除く。）をいう。

２ この法律において「一般廃棄物」とは、産業廃棄物以外の廃棄物をいう。

（事業者の責務）

第三条 事業者は、その事業活動に伴つて生じた廃棄物を自らの責任において適正に

処理しなければならない。

２ 事業者は、その事業活動に伴つて生じた廃棄物の再生利用等を行うことによりそ

の減量に努めるとともに、物の製造、加工、販売等に際して、その製品、容器等が廃棄

物となつた場合における処理の困難性についてあらかじめ自ら評価し、適正な処理が困

難にならないような製品、容器等の開発を行うこと、その製品、容器等に係る廃棄物の

適正な処理の方法についての情報を提供すること等により、その製品、容器等が廃棄物

となつた場合においてその適正な処理が困難になることのないようにしなければなら

ない。

３ 事業者は、前二項に定めるもののほか、廃棄物の減量その他その適正な処理の確

保等に関し国及び地方公共団体の施策に協力しなければならない。

（市町村の処理等）

第六条の二

５ 市町村長は、その区域内において事業活動に伴い多量の一般廃棄物を生ずる土地

又は建物の占有者に対し、当該一般廃棄物の減量に関する計画の作成、当該一般廃棄物

を運搬すべき場所及びその運搬の方法その他必要な事項を指示することができる。



飯山市廃棄物の処理及び清掃に関する条例（抜粋）

（用語の意義）

第２条 この条例における用語の意義は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45

年法律第 137 号。以下「法」という。）第２条の例による。

２ この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。

(４) 事業系一般廃棄物 法第２条第２項に規定する廃棄物のうち、事業活動に伴っ

て生じた一般廃棄物（し尿及び生活雑排水を除く。）をいう。

（事業者の責務）

第５条 事業者は、事業活動を行うに当たり廃棄物の発生を抑制し、その再生利用を推

進すること等により、廃棄物の減量に努めるとともに、当該事業活動に伴って生じた廃

棄物を自らの責任において適正に処理しなければならない。

２ 事業者は、市が実施する廃棄物の減量等に関する施策に協力しなければならない。

（事業者が行う廃棄物の減量）

第 10 条 事業者は、物の製造、加工、販売等（以下この条において「製造等」という。）

に際して、その製品、容器包装が廃棄物になった場合における処理の困難性、再生利用

の容易性についてあらかじめ自ら評価し、適正な処理及び再生利用が容易な製品、容器

包装の開発並びに再生利用によって得られた材料の使用に努めるとともに、当該製品、

容器包装に係る廃棄物の適正な処理及び再生利用の方法についての情報を提供しなけ

ればならない。

２ 事業者は、製造等に際して、長期間使用可能な製品の開発並びに製品の修理体制の

確保及び使用後の製品及び容器包装の回収に努めなければならない。

３ 事業者は、製造等に際して、容器包装の簡素化に努めるとともに、市民が商品の購

入等に際して、適正な容器包装を選択できるよう努めなければならない。

（多量排出事業者の義務）

第 16 条 多量の事業系一般廃棄物を排出する占有者等で規則で定める者（以下「多量

排出事業者」という。）は、当該事業系一般廃棄物の減量に関する計画（以下「減量計

画」という。）を作成し、適正処理に努めなければならない。

２ 多量排出事業者は、減量計画に関する書類を市長に提出しなければならない。届け

出た事項を変更するときも同様とする。

３ 市長は、前項の規定による届出があった減量計画が一般廃棄物処理計画に適合しな

いと認めるときは、当該多量排出事業者に対し、必要な指導及び助言をすることができ



る。

４ 多量排出事業者は、減量計画の実施に関する業務を行わせるため、廃棄物管理責任

者を定め、市長に届け出なければならない。廃棄物管理責任者を変更したときも同様と

する。

５ 市長は、この条例を施行するために必要な限度において、多量排出事業者に対し、

減量計画の実施状況について報告を求めることができる。

（改善勧告）

第 17 条 市長は、前条第５項の規定による報告があった場合において、減量計画の実

施状況が当該減量計画に照らして著しく不十分であると認めるとき又は事業系一般廃

棄物の処理状況が著しく不適正であると認めるときは、当該多量排出事業者に対し、必

要な措置を講ずるよう勧告することができる。

２ 市長は、前項の規定により勧告を受けた多量排出事業者が当該勧告に従わなかった

ときは、その旨を公表することができる。

（市が処理する事業系一般廃棄物）

第 18 条 市長は、やむを得ない事情があると認めた場合に限り、一般廃棄物処理計画

に基づき、事業系一般廃棄物の収集、運搬及び処分を行うことができる。

飯山市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行規則（抜粋）

（多量の事業系一般廃棄物を発生する者等）

第６条 条例第 16 条第１項に規定する多量の事業系一般廃棄物を発生する占有者等は、

次の各号の一に該当する者とする。

(１) 大規模小売店舗立地法（平成 10 年法律第 91号）第２条第２項に規定する大規模

小売店舗において小売業を営む者であって、１日当たり 30 キログラムを超える事業系

一般廃棄物を継続して排出するもの

(２) 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和 45 年法律第 20 号）第２条

第１項に規定する特定建築物の占有者等であって、１日当たり 30 キログラムを超える

事業系一般廃棄物を継続して排出するもの

(３) 前２号に掲げるもののほか、多量の事業系一般廃棄物を排出する占有者等であっ

て、市長が必要と認めるもの

（事業系一般廃棄物減量計画書等）

第７条 条例第 16 条第２項の規定による書類は、事業系一般廃棄物減量計画（変更計



画）書（様式第１号）によるものとする。

２ 事業系一般廃棄物減量計画書は、毎年、４月１日以後の１年間における事業系一般

廃棄物の減量等について作成するものとする。

３ 事業系一般廃棄物減量計画書は、毎年５月 31 日までに提出するものとし、事業系

一般廃棄物減量変更計画書は、当該変更の生じた日から 10 日以内に提出するものとす

る。

（廃棄物管理責任者の届等）

第８条 条例第 16 条第４項の規定による届出は、廃棄物管理責任者選任（変更）届（様

式第２号）によるものとする。

大規模小売店舗立地法（抜粋）

（定義）

第二条 この法律において「店舗面積」とは、小売業（飲食店業を除くものとし、物品

加工修理業を含む。以下同じ。）を行うための店舗の用に供される床面積をいう。

２ この法律において「大規模小売店舗」とは、一の建物（一の建物として政令で定め

るものを含む。）であって、その建物内の店舗面積の合計が次条第一項又は第二項の基

準面積を超えるものをいう。

（基準面積）

第三条 基準面積は、政令で定める。

２ 都道府県は、当該都道府県の区域のうちに、その生活環境から判断して、前項の基

準面積を超える他の基準面積とすることが適切であると認められる区域があるときは、

当該区域について、条例で、周辺の地域の生活環境の保持に必要かつ十分な程度におい

て、同項の基準面積に代えて適用すべき基準面積を定めることができる。

３ 前項の条例においては、併せて当該区域の範囲を明らかにしなければならない。

大規模小売店舗立地法施行令（抜粋）

（一の建物）

第一条 大規模小売店舗立地法 （以下「法」という。）第二条第二項の一 の建物とし

て政令で定めるものは、次のとおりとする。



一 屋根、柱又は壁を共通にする建物（当該建物が公共の用に供される道路その他の

施設によって二以上の部分に隔てられているときは、その隔てられたそれぞれの部分）

二 通路によって接続され、機能が一体となっている二以上の建物

三 一の建物（前二号に掲げるものを含む。）とその附属建物をあわせたもの

（基準面積）

第二条 法第三条第一項 の政令で定める面積は、千平方メートルとする。

建築物における衛生的環境の確保に関する法律（抜粋）

（定義）

第２条 この法律において「特定建築物」とは、興行場、百貨店、店舗、事務所、学校、

共同住宅等の用に供される相当程度の規模を有する建築物（建築基準法（昭和 25 年法

律第 201 号）第２条第１号に掲げる建築物をいう。以下同じ。）で、多数の者が使用し、

又は利用し、かつ、その維持管理について環境衛生上特に配慮が必要なものとして政令

で定めるものをいう。

２ 前項の政令においては、建築物の用途、延べ面積等により特定建築物を定めるもの

とする。

建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行令（抜粋）

（特定建築物）

第一条 建築物における衛生的環境の確保に関する法律 （以下「法」という。）第二

条第一項 の政令で定める建築物は、次の各号に掲げる用途に供される部分の延べ面積

（建築基準法施行令 （昭和二十五年政令第三百三十八号）第二条第一項第三号 に規定

する床面積の合計をいう。以下同じ。）が三千平方メートル以上の建築物及び専ら学校

教育法 （昭和二十二年法律第二十六号）第一条 に規定する学校の用途に供される建築

物で延べ面積が八千平方メートル以上のものとする。

一 興行場、百貨店、集会場、図書館、博物館、美術館又は遊技場

二 店舗又は事務所

三 学校教育法第一条 に規定する学校以外の学校（研修所を含む。）

四 旅館
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